
議案第３５４号 

説 明 資 料 

 

大泉学園駅北口東地区の地区計画の案について 

 

１ 地区の現状 

大泉学園駅は一日の利用者数が約８万人であり、路線バスの発着本数も一日1,000本

を超える、区内屈指の交通拠点である。区ではこれまで駅南口や北口の一部を一体とし

た市街地再開発事業に取り組み、再開発ビル「ゆめりあ」や南口駅前広場、西武池袋線

と立体交差する補助135号線の整備を行い、平成15年に事業を完了している。しかし、

駅北口においては駅前広場が未整備のためバスやタクシーの運行、また駅利用者の歩行

に大きな課題が残っている。 

 

２ 地区計画の案の理由 

本地区は、都市再開発の方針（平成 21 年 3 月改定）において、建替えに伴って歩行

空間の拡充や良好な街並みの形成を誘導し、駅周辺にふさわしい良好な居住環境整備を

進めることとしている。 

 また、練馬区景観計画では、街なか住まい景観ゾーンとして、まちなみの統一感や歩

行者空間に配慮した連続性の感じられるゆとりある景観を形成する地区に位置付けら

れている。 

そこで、駅周辺の商業環境の活性化や、店舗と住宅が調和した個性的で魅力のある地

域の拠点を形成するため、約4.7ヘクタールの区域について大泉学園駅北口東地区地区

計画を決定する。 

 

３ 計画区域 

練馬区東大泉一丁目地内   約４．７ｈａ 

             

４ これまでの経過 

  平成17年09月     大泉学園駅北口地区まちづくり懇談会発足 

平成18年10･11月     地区計画の導入について地元地権者にアンケート調査実施 

平成 19 年 7 月      地区計画の導入を前提とした「まちづくり計画・懇談会案」

承認 

平成20年08月      住宅ゾーンの地区計画案に関する意見交換会 

平成21年05月～    住宅ゾーンの地区計画案に関する意向把握調査 

平成23年12月15日  練馬区都市計画審議会へ原案報告 
平成24年01月04日   
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～25日 
平成24年01月17日  都市計画原案の住民説明会 

都市計画原案の公告・縦覧、意見書受付 
（意見書の提出 1 通） 

平成24年02月23日  東京都知事協議終了 



平成24年03月 1日    
都市計画案の公告・縦覧、意見書受付 

     ～15日 

 

５ 今後の予定 

平成24年 3月22日04練馬区都市計画審議会へ付議 
     3月 下旬  都市計画決定・告示 

 
＊ 平成24年第二回練馬区議会定例会に「練馬区地区計画の区域内における建築物

の制限に関する条例」改正案を提出 

 

６ 議案 

  議案第354号  東京都市計画地区計画の決定（練馬区決定） 

           〔大泉学園駅北口東地区地区計画〕        Ｐ．３～10 

 

７ 参考資料 

  東京都市計画地区計画 大泉学園駅北口東地区地区計画の原案に関する 

区民意見の要旨および区の見解について                Ｐ．11～13 
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議案第３５４号

都市計画の案の理由書  
 

 

１ 種類・名称  
  東京都市計画地区計画  大泉学園駅北口東地区地区計画  
 
 
２ 理由  

本地区は、都市再開発の方針（平成 21 年 3 月改定）において、建替

えに伴って歩行空間の拡充や良好な街並みの形成を誘導し、駅周辺に

ふさわしい良好な居住環境整備を進めることとしている。 

 また、練馬区景観計画では、街なか住まい景観ゾーンとして、まち

なみの統一感や歩行者空間に配慮した連続性の感じられるゆとりある

景観を形成する地区に位置付けられている。 

そこで、駅周辺の商業環境の活性化や、店舗と住宅が調和した個性

的で魅力のある地域の拠点を形成するため、約 4.7 ヘクタールの区域

について大泉学園駅北口東地区地区計画を決定する。  

 ３



東京都市計画地区計画の決定（練馬区決定）  

都市計画大泉学園駅北口東地区地区計画を次のように決定する。 

名   称 大泉学園駅北口東地区地区計画 

位  置※ 練馬区東大泉一丁目地内 

面  積※ 約4.7ha 

地区計画の目標 西武池袋線大泉学園駅周辺は、地域の主要な交通結節点であり古くから地域を支える商業地として栄えてきており、練馬区都市計画マスタープランの

位置付けである練馬区西部の地域拠点を目指し、大泉学園駅北口地区地区計画を定め、市街地再開発事業等によるまちづくりを進めているところである。 

また、近傍に日本アニメの発祥の地である『東映動画』があったことから、地元商店街や区が中心となり、アニメによるまちづくりも進められている。 

本地区は、駅周辺の商業地に隣接していながら、良好な住宅市街地が形成されており、隣接する商業地との一体的な街並みの誘導とともに、現在の良

好な住環境を保全することが求められている。 

また、練馬区景観計画においては「街なか住まい景観ゾーン」に位置付けられており、まちなみの統一感や歩行者空間に配慮した連続性の感じられる

ゆとりある景観を形成する方針が定められている。 

これらを背景に、駅周辺の商業環境の活性化や、店舗と住宅が調和した個性的で魅力のある地域の拠点の形成を図るため、本地区では次の４点を目標

としたまちづくりを進めていく。 

１ 調和の取れた良好な住環境が維持されたまち 

２ 誰もが安全・快適に回遊できるまち 

３ 「アニメのふるさと」と地域拠点にふさわしい個性的でにぎわいのあるまち 

４ 安全・安心・快適に住み続けられるまち  

土地利用の

方針 

本地区を３つの地区に区分し、次のとおり土地利用の方針を定める。 

１ 住宅地区 

緑豊かで良好な住環境を備えた低中層の住宅市街地を形成する。 

２ 住商複合地区 

高度利用を図る市街地再開発事業区域との間の緩衝空間を形成するとともに、隣接する住宅地と調和する個性的で魅力のある商業・業務施設を誘導

し、活気あふれる中層の住商複合市街地を形成する。 

３ 商業地区 

隣接する住宅地と調和する個性的で魅力のある商業・業務施設の誘導と快適な歩行者空間の確保により、回遊性の高い活気あふれる中高層の商業市

街地を形成する。 

区
域
の
整
備
・
開
発
お
よ
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

地区施設の

整備の方針

 

地区内と周辺市街地を結ぶ主要な交通軸および観光資源である東映アニメーションギャラリーに向かう主要な動線として、快適に歩ける歩行者空間を

形成する。 

案 

４
 



区
域
の
整
備
・
開
発
お
よ
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建築物等の

整備の方針

１ 商業地区 

商業・業務施設の誘導によるにぎわいの連続性の確保と健全な市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途の制限を定める。 

良好な景観に配慮した街並み空間を確保するため、建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限、垣またはさくの構造の制限を定める。 

また、安全で快適な回遊性のある歩行者空間の確保、建築物の高さや軒が揃った調和の取れた良好な街並みの形成、建築物の建替えの促進を図るた

め、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁面後退区域における工作物の設置の制限および建築物の高さの最高限度を定めることにより、

道路上の採光・通風等を確保しながら、道路斜線の適用を緩和する。 

２ 住商複合地区 

商業・業務施設の誘導によるにぎわいの連続性の確保と健全な市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途の制限を定める。 

良好な景観に配慮した街並み空間を確保するため、建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限、垣またはさくの構造の制限を定める。 

また、安全で快適な回遊性のある歩行者空間の確保、建築物の高さが揃った調和の取れた良好な街並みの形成、建築物の建替えの促進を図るため、

建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁面後退区域における工作物の設置の制限および建築物の高さの最高限度を定める。 

３ 住宅地区 

良好な住宅環境の維持と健全な市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途の制限を定める。 

良好な景観に配慮した街並み空間を確保するため、建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限、垣またはさくの構造の制限を定める。 

また、建築物の高さが揃った調和の取れた良好な街並みの形成、建築物の建替えの促進を図るため、建築物の敷地面積の最低限度、建築物の高さの

最高限度を定める。 

名 称 幅 員（地区外を含めた幅員） 延 長 備 考 地区施設の

配置および

規模 

道路 生活幹線道路※ 

（区道22－150号線） 
5ｍ（10ｍ） 約120ｍ 既設 

名 称 住宅地区 住商複合地区 商業地区 地区の

区分 面 積 約4.1ｈａ 約0.3ｈａ 約0.3ｈａ 

建築物等の用途の

制限※ 

共同住宅または長屋の用に供する部分の住

戸（専用床面積が30㎡未満）の数が10戸以

上の建築物は建築してはならない。 

１ 区道22-150号線または区道22-135号線に面する１階の部分に店舗、飲食店、事務所、

その他これらに類する用途を含まない建築物は建築してはならない。 

２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項および第９項に掲げる 

建築物は建築してはならない。 

建築物の敷地面積

の最低限度 
110㎡ 100㎡ 

地

区

整

備

計

画 

 

建 
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物

等

に

関

す

る

事

項 

壁面の位置の制限 

  

建築物の外壁またはこれに代わる柱（ベランダおよびバルコニー等ならびに道路の路面の中心から高さ3.5ｍ以下の部分に設ける軒および

出窓等を含む。）の面から道路境界線または道路中心までの距離は、計画図３に示す距離を越えて建築してはならない。ただし、区長が敷地

の形態上、土地利用上やむを得ないと認めた建築物についてはこの限りでない。 

５
 



壁面後退区域にお

ける工作物の設置

の制限 

壁面の位置の制限により建築物が後退した区域においては、門、へい、広告物、看板等の移動が困難な工作物を設置してはならない。ただ

し、公益上必要なものについてはこの限りではない。 

 

建築物等の高さの

最高限度 
建築物の高さは16ｍ以下とする。 建築物の高さは19ｍ以下とする。 建築物の高さは31ｍ以下とする。 

建築物等の形態ま

たは色彩その他の

意匠の制限 

１ 建築物の形態・意匠は、周辺環境や都市景観に配慮するものとする。 

２ 建築物の外観の色彩は、周辺の街並みとの調和に配慮したものとする。 

３ 屋外広告物や広告板、屋上設置物等は、安全で街並みに配慮するものとする。 

地

区

整

備

計
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築

物

等

に

関

す

る

事

項 
垣またはさくの構

造の制限 

道路に面する部分に設ける垣またはさくは、生垣またはフェンス等の透視可能な構造とする。ただし、高さ0.8ｍ以下の部分および法令の

制限などによりやむを得ないものはこの限りではない。 

※は知事協議事項 

「区域、地区の区分、地区施設の配置および壁面の位置の制限については、計画図表示のとおり」 

理由：良好な住環境を維持し、魅力ある都市空間を形成するため、地区計画を定める。

６
 



 

東京都市計画地区計画  

案 
大泉学園駅北口東地区地区計画    位置図      〔練馬区決定〕 

 

 

 

 

  

 

 

 

西武池袋線

大泉学園駅

７
 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図（道路網図）を使用して作成したものである。ただし、計画線は、都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製

を禁ず。（承認番号）23都市基交第114号、ＭＭＴ利許第026号、23都市基街測第25号、平成23年6月22日 



 

東京都市計画地区計画 
大泉学園駅北口東地区地区計画    計画図１     〔練馬区決定〕 

 

案 

 

８
 

–––– 
この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図（道路網図）を使用して作成したものである。ただし、計画線は、都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製

を禁ず。（承認番号）23都市基交第114号、ＭＭＴ利許第026号、23都市基街測第25号、平成23年6月22日 



 

東京都市計画地区計画 
大泉学園駅北口東地区地区計画    計画図２     〔練馬区決定〕 

 

案 

 

９
 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図（道路網図）を使用して作成したものである。ただし、計画線は、都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製

を禁ず。（承認番号）23都市基交第114号、ＭＭＴ利許第026号、23都市基街測第25号、平成23年6月22日 



 

東京都市計画地区計画 
大泉学園駅北口東地区地区計画    計画図３     〔練馬区決定〕 

 

案 
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この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図（道路網図）を使用して作成したものである。ただし、計画線は、都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製

を禁ず。（承認番号）23都市基交第114号、ＭＭＴ利許第026号、23都市基街測第25号、平成23年6月22日 
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東京都市計画地区計画 大泉学園駅北口東地区地区計画の原案に関する 

区民意見の要旨および区の見解について 

 

 

大泉学園駅北口東地区地区計画の原案については、下記の日程で原案の縦覧および意見書

の受付を行い、意見書が提出されました。 

提出された意見書の要旨と、それに対する区の見解は、以下のとおりです。 

 

 

○ 原案縦覧等 

・原案縦覧期間  ：平成２４年１月４日～１月２５日 

・意見書受付期間 ：同上 

・意見書提出数  ：１通（１名） 

 

 意見書の要旨 区の見解 

意

見 

 原案中の区域の整備・開発および保全に

関する方針の住商複合地区における「壁面

の位置の制限」および「壁面後退区域にお

ける工作物の設置の制限」については、削

除すべきである。 

 本地区計画では、駅周辺の商業環境の活

性化や、店舗と住宅が調和した個性的で魅

力のある地域の拠点を形成することを目

指しております。 

 壁面の位置の制限等については、沿道の

街並みを誘導し一体性を確保することで、

良好な住商複合市街地を形成し、本地区を

より魅力のあるまちにしていくために必

要と考えております。 

１ 合意形成について 

「２２－１３５号線沿道の地権者に

意向確認したら、３分の２の同意があ

る」とのことだが、 

（１）自宅でまちづくりニュースの案に

よる説明を受けた際、壁面後退に反対で

ある旨を伝えたにもかかわらず、後日郵

送されてきたまちづくりニュースでは

壁面後退の記事が掲載されていたのは

おかしい。 

（２）壁面後退について、区道２２－１

３５号線沿道の地権者の３分の２が同

意したのか疑問である。意向確認の結果

について、情報開示すべきである。  

（３）反対者がいるのにもかかわらず原

１について 

練馬区では地区計画の決定について、都

市計画法の手続きに加え、より綿密に住民

の意見を反映させるため、練馬区まちづく

り条例を制定し、手続きを進めておりま

す。 

本地区においては、平成 17 年以降、約

６年間をかけてまちづくり懇談会やアン

ケート、意見交換会、意向把握調査等を重

ね、住民の方々の意見を十分に伺い、おお

むねの同意がはかられた内容について、原

案として策定したものです。 

なお「３分の２が同意したのか」との事

ですが、都市計画法および練馬区まちづく

り条例に、決定に必要な同意の割合に関す
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案を策定する区の進め方は、不誠実であ

る。                 

 

る規定はございません。しかし、同路線に

ついては、意見を伺った権利者の３分の２

以上の同意をもって「おおむねの同意」が

得られていると判断いたしました。 

２ 日影規制について 

「再開発区域側で後退し、10ｍの道路

ができ、バス通りとなる。道路斜線が緩

和されるので、建築の際は有利になる」

とのことだが、 

（１）原案で住商複合地区とされている

区道２２－１３５号線沿いは、用途地域

が近隣商業地域であり日影規制を受け

ている。 

   壁面後退３ｍすると建築計画が不利

になり、思うような建築物が建てられな

くなる。反対者がいるのであるから取り

止めるべきだ。  

（２）近隣商業地域は商業地域と異なり

日影規制の影響を受けるため、壁面後退

に関して同じ資料で説明したことは間

違いである。区は日影規制を加味し、詳

細な図面を元に再度権利者に説明し意

向を聞くべきである。         

 

 

 

 

２について 

原案中、住商複合地区と住宅地区は、都

条例による日影規制の対象区域です。従い

まして、区道２２－１３５号線沿道で建築

物を建築する場合、その建築物が近隣の敷

地に及ぼす日影の影響を規制値以下に計

画する必要があります。 

 一方、２２－１３５号線の対面の街区で

施行される市街地再開発事業により、道路

幅員が４ｍから概ね１０ｍに整備される

ことから、住商複合地区の２２－１３５号

線沿道の敷地においては、道路斜線制限が

現状より緩和されます。また「練馬区駅周

辺再開発促進地区内等における建築行為

等に関する指導要綱」により、旧道中心３

ｍの部分には建築物等を設置しないよう

に指導してきた路線であり、既に接道長の

約７割の敷地が土地利用の際に壁面後退

等をしていただいております。このことか

ら、今回の地区計画では、沿道の街並みを

誘導し一体性を確保することで、良好な住

商複合市街地を形成するという公共の福

祉の観点から、高さの最高限度と旧道中心

から３ｍ（道路境界線から１ｍ）の壁面の

位置の制限を定めることとしたものです。

 また、意向把握の際、皆様に提示してい

る資料は、建築可能な建築物の範囲を示し

たものであり、その範囲の中で日影規制の

検討を行い、建築計画を立てて頂くもので

す。建築可能な建築物そのものではござい

ません。 

３ 壁面の位置の制限について 

「２２－１３５号線沿道は建築指導

要綱により、道路中心から３ｍで任意後

退や道路として寄付された土地がある

ので、道路の地先境界をそろえたい」と

のことだが、 

（１）区道２２－１３５号線は建築基準

法第 42 条第 2 項道路に指定されている

ため、建築の際は建築基準法に基づき、

３および 4について 

住商複合地区の区道２２－１３５号線

沿道は、平成７年から「練馬区駅周辺再開

発促進地区内等における建築行為等に関

する指導要綱」により、旧道中心３ｍの部

分には建築物等を設置しないように指導

してきた路線であり、既に接道長の約７割

の敷地が土地利用の際に壁面後退等をし

ていただいております。 
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現道幅員の中心から２ｍセットバック

すれば地先境界はそろう。開発の際に区

の建築指導要綱に基づき道路中心から

３ｍ後退した土地と地先境界をそろえ

ることや客用駐輪スペース・立て看板ス

ペースを理由として壁面後退を強いる

べきではない。上位法はあくまで建築指

導要綱ではなく建築基準法である。 

 （２）区が必要な土地であれば、壁面後

退ではなく再開発事業区域内で道路用

地を買い上げるのと同様に買収すべき

である。 

 

 

 

４ 街並み形成について 

  「街並み形成の観点から」協力して欲

しいとのことだが、 

抽象的な理由で決められては困る。空

地が欲しいだけだ。客用駐輪や店舗の立

て看板を置くスペースになるというが、

建築主にまかせるべきだ。 

 今回の壁面の位置の制限は、この指導要

綱の内容を改めて沿道の権利者の皆様に

説明し、意向確認を行ったものです。都市

計画決定後、建築基準法第 68 条の 2 第 1

項の規定に基づき条例化されることで、法

的拘束力を持つものです。従前の指導要綱

と一貫した制限を設けることにより、既に

後退している敷地と今後土地利用を行う

敷地とが、一体となった街並みの形成に寄

与するものと考えております。 

 ２２－１３５号線については、市街地再

開発事業区域側に一方後退し、概ね 10ｍの

道路として整備されます。また、平成 23

年４月に決定した「大泉学園駅北口地区地

区計画」により、市街地再開発事業区域側

は、更に、道路端から２ｍの壁面後退を行

うことになっております。 

 原案中の路線東側に関しても旧道の道

路中心から３ｍの壁面後退としておりま

すが、建築行為を行う際、この壁面後退を

した区域についても建ぺい率・容積率を算

定する上での敷地面積に含まれるもので

す。道路として、敷地の寄付を伴うもので

はありません。 
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議案第３５４号        

       

 

                        

 

東京都市計画地区計画 大泉学園駅北口東地区地区計画の案に関する 

区民意見の要旨および区の見解について 

 

 

大泉学園駅北口東地区地区計画の案については、下記の日程で案の縦覧および意見書の受

付を行い、意見書が提出されました。 

提出された意見書の要旨と、それに対する区の見解は、以下のとおりです。 

 

 

○ 案縦覧等 

・案縦覧期間   ：平成２４年３月１日～３月１５日 

・意見書受付期間 ：同上 

・意見書提出数  ：１通（１名） 

 

 意見書の要旨 区の見解 

意

見 

 本案中の「壁面の位置の制限」は狭小敷

地には恩恵がない。区は法的拘束力を持つ

「壁面の位置の制限」を導入した地区計画

はやめて欲しい。 

 地区計画は、建築物と都市との関係を規

定した建築基準法の「集団規定」をより地

域に即して規定しているものです。本案は

駅至近の住商混合地区という地域特性か

ら、沿道の街並みを誘導し、良好な住商複

合市街地を形成するため、壁面の位置の制

限を定めたものです。この地区では全ての

敷地が種々の手法により、地域特性に応じ

た活用が可能と考えます。駅至近という地

域特性から、共同化なども有効な手法とな

ります。今後さらに、駅周辺の商業環境の

活性化や、店舗と住宅が調和した個性的で

魅力のある地域拠点の形成を目指し、

4.7ha の区域で地区計画を決定するもので

す。 

１  本案中の「壁面の位置の制限」を決定し

ても歩行者空間の改善や混雑緩和に繋が

らない。 

 住商複合地区の区道22-135号線沿道は、

市街地再開発事業区域側に一方後退し 10

ｍの道路として整備されます。さらに、地

区計画による壁面の位置の制限により、道

路端から再開発区域側に２ｍ、本地区計画

区域側に１ｍの壁面後退を誘導します。そ

のことにより、沿道の歩行環境や交通混雑

の緩和に寄与するものと考えております。
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２ 地区計画ではなく「練馬区駅周辺再開発

促進地区内における建築行為等に関する

指導要綱」を順守されたい。       

 

住商複合地区の区道22-135号線沿道は、

平成７年から「練馬区駅周辺再開発促進地

区内等における建築行為等に関する指導

要綱」により、旧道中心３ｍの部分には建

築物等を設置しないように指導してきた

路線であり、既に接道長の約７割の敷地が

土地利用の際に壁面後退等をしていただ

いております。 

今回の壁面の位置の制限は、この指導要

綱の内容を改めて沿道の権利者の皆様に

説明し、意向確認を行ったものです。地区

計画の都市計画決定後、建築基準法第 68

条の 2第 1項の規定に基づき条例化される

ことで、法的拘束力を持つものです。従前

の指導要綱と一貫した制限内容に関して、

より実効性を高めるものです。 

３ 地区計画による強制的な建築規制は公

平、公正な手段ではない。 

 

 

 

 

 

 

４ 壁面後退ではなく道路用地として買い

上げて欲しい。 

 

 

 

 

 

 

５ 狭小敷地の権利者が合意していない地

区計画は決定すべきでない。 

 

 

 

 

 

 

６ 法的拘束力を持つ地区計画の条例化は

財産権の侵害である。 

 

練馬区では地区計画の決定について、都

市計画法の手続きに加え、より綿密に住民

の意見を反映させるため、練馬区まちづく

り条例を制定し、この条例に基づく手続き

を進めております。本地区においては、平

成 17 年以降、約６年間をかけてまちづく

り懇談会やアンケート、意見交換会、意向

把握調査等を重ね、住民の方々の意見を十

分に伺い、おおむねの同意がはかられた内

容について、案として策定したものです。

都市計画法および練馬区まちづくり条

例に、決定に必要な同意の割合に関する規

定はございませんが、建替えのルールに関

して、意見を伺った権利者の３分の２以上

の同意をもって「おおむねの同意」が得ら

れていると判断いたしました。 

住商複合地区の区道22-135号線沿道は、

旧道中心から３ｍ（道路境界線から１ｍ）

の壁面の位置の制限を定めることとして

おります。壁面の位置の制限は道路買収に

より敷地が減少することなく建築敷地と

して利用できる制度です。道路については

幅員 10ｍで機能していると考えておりま

すので、道路用地としての買収は致しませ

ん。 

なお、壁面の位置の制限は、沿道の街並

みを誘導し一体性を確保することで、良好

な住商複合市街地を形成するという、公共
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の福祉の観点による合理的な範囲の制限

であり、財産権の侵害にあたるとは考えて

おりません。 

７ 区が地域拠点の形成を目指すのであれ

ば、地区計画の案中の住商複合地区につい

ては、対面の再開発区域と同じように用途

地域の見直しを行うべきである。 

 

今回、地区計画を策定する区域と道路対

面の区域は「土地の高度利用により、地区全

体の活性化に寄与する集客力ある商業・業務

施設と都市型住宅からなる高層の複合市街

地を形成するとともに、道路、歩行空間等の

基盤整備を図る」という土地利用の方針に基

づき、大泉学園駅北口地区第一種市街地再開

発事業および大泉学園駅北口地区地区計

画が決定しております。この方針を踏ま

え、土地利用上の観点から検討した結果、

用途地域を変更したものです。 

一方、本地区計画の住商複合地区は「高度

利用を図る市街地再開発事業区域との間の

緩衝空間を形成するとともに、隣接する住宅

地と調和する個性的で魅力のある商業・業務

施設を誘導し、活気あふれる中層の住商複合

市街地を形成する」という土地利用の方針に

基づき地区計画の地区整備計画が定められ

ており、土地利用の方針に合致した用途地域

となっているため、変更の必要はないと考え

ております。 
 

８ 区は既に区道 22-135 号線沿道の７割は

セットバック済みというが、道路後退した

敷地は都市計画法の開発行為によるもの

で、要綱に従って後退している敷地はほん

の一部である。 

 

区道 22-135 号線沿道で土地を寄付いた

だき区道として拡幅している部分に関し

ては、全て区の要綱指導にご協力いただい

ているものです。従ってこの沿道では、都

市計画法第 29 条の規定に基づく開発行為

はありません。 

 

９ 区道 22-135 号線沿道は建築基準法第 42条

２項道路による道路中心２ｍの道路後退

を遵守すべきである。 

 

３から６に対する回答と同様です。 

 

10 商業地域である区道 22-150 号線沿道に

ついては、買収により幅員 10ｍに拡幅さ

れ、壁面後退も 0.5m である。駅からのメ

イン動線なのだから更に後退させるべき

ではないか。 

 

 

区道 22-150 号線沿道の壁面の位置の制

限に関しては、地上３ｍまでは道路端から

１ｍ。地上３ｍ以上は 0.5m となっており

ます。１ｍの空間を確保しておりますの

で、歩行者環境の向上に寄与するものと考

えております。 
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11 ワンルームマンションの規制（30 ㎡未満の

住戸を 10 戸）の根拠が判らない。また、

もっと厳しくするべきだ。 

 

 

練馬区まちづくり条例ではワンルーム

住戸を「専用床面積 30 ㎡未満の住戸」と

規定しており、その住戸数が 20 戸以上の

集合住宅を建築する場合、手続きが必要に

なります。しかし、条例の規定の適用を避

けるため、戸数を減らしたり、敷地を細分

化したりして小規模化する等の措置を講

ずる可能性があります。戸数の制限を厳し

くすることで抑制が図られる面もありま

すが、基準を下回る小規模なワンルームマ

ンションを誘発するおそれもあります。 

そのため、戸数制限の効果を鑑み、条例

の基準である 20戸から半数の 10戸とする

のが有効と考え、各権利者に意見を伺った

所、おおむね合意が得られたものです。 

12 敷地面積の最低限度について、商業地区

と住商複合地区で同じ100㎡なのはおかし

い。 

 

練馬区では用途地域等に応じた敷地面

積の最低限度を平成 20 年３月に定めてお

りますが、本案中の商業地区と住商複合地

区においては、敷地面積の最低限度は定め

られておりません。そこで、区内の他の地

区計画区域において、同様の用途地域の敷

地面積の最低限度を調査した所、商業地域

も近隣商業地域も概ね 100 ㎡であったた

め、同一の 100 ㎡で提案し、合意を得たも

のです。 

 

13 大泉東小前の道路は当初、壁面後退のル

ールがあったが、取りやめている。取りや

めて地区計画の目標である「調和の取れた

良好な住環境が維持されたまち」が達成で

きるのか。 

14 当初案では壁面後退路線が複数あった

が、今も残っている路線はどこか。また、

壁面後退を取りやめた理由は何か。 

 

 

 

当初案では壁面の位置の制限について、

意見を伺った路線は４路線ありましたが、

合意を得られなかった２路線を除外し、案

では２路線を壁面の位置の制限の対象路

線としております。 

除外された２路線については、同意の得

られた敷地面積の最低限度や垣またはさく

の構造の制限等により、「調和の取れた良好

な住環境が維持されたまち」という地区計

画の目標を達成していくものと考えてお

ります。 

15 区道 22-135 号線に関しては、狭小宅地

の権利者は反対している。３分の２の合意

が取れているというが、公表されていな

い。 

 区道 22-135 号線沿道の意向把握調査の

結果につきましては、本年３月に配布する

「大泉学園駅北口地区まちづくりニュー

ス」に掲載する予定です。 
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